
エコマーク商品類型No.101「かばん・スーツケースVersion1」付属証明書
分類B.布製ショッピングバッグ、トートバッグ
本付属証明書は、エコマーク商品類型No.101「かばん・スーツケースVersion1.9」のエコマーク使用申込を行う際に、「エコマーク商品認定・使用申込書」とともに提出して下さい。

	申込日：平成
	
	年
	
	月
	
	日

	申込ブランド名
	

	申込者
	（会社名）




	＜付属証明書の作成方法＞

1．申込製品に関する必要事項を「記入欄」に記載して下さい。

※「記入欄」に網かけがある「項目」は記入不要です。

2．「添付証明書」欄の各証明書をご用意下さい。各証明書は、本付属証明書と併せてエコマーク商品認定・使用申込時に提出して下さい。

3．「添付証明書」に網かけのある「項目」は、添付証明書の提出は不要です。

※ 各証明書の作成は（記入例）を参照して下さい。

4．「添付証明書」の作成は「添付証明書の発行者」欄を確認して下さい。


	項目
	記入欄／添付資料　※該当する事項をチェックして下さい

	エコマーク表示（予定）の媒体について記載下さい。
※原則として製品、包装、取扱説明書、商品説明書（パンフレットなど）等にエコマークを表示すること
	表示媒体：□製品　／ □包装　／□取扱説明書
□商品説明書(カタログ・リーフレット)　／　□Web 

□その他【　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】



	エコマーク表示予定設計図
エコマークの表示方法はエコマーク使用の手引を参照下さい。
	エコマーク表示予定設計図（書式自由・原稿）をご提出下さい。

	エコマークを表示しない（予定）場合はその理由を右欄に記載下さい。
	【表示無しの理由】


	項目
	記入欄

（該当する事項をチェックして下さい）
	添付証明書
	添付証明書の

発行者

	製品を開発した会社
	　□他社／□自社

※他社開発製品の場合は右記証明書をご提出下さい。
	記入表101-17
	申込承諾者

	他社において既に認定を受けている商品を別ブランドとして申込む場合
	ブランド名以外の変更が　 □ある／□ない

（該当する事項をチェックして下さい）

※変更がなければ、以下の項目の証明は不要です
	エコマーク商品認定　審査結果通知書の写し

既認定型式と本申込　　製品の型式との対応表
	申込者

	No.104「家庭用繊維製品Version2」の認定商品で、契約更新に伴う再審査の場合
	既認定番号（　　　　　　　　　　　　　　　）
	
	


B.布製ショッピングバッグ、トートバッグ
	項目
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい

	商品区分
	□ 布製ショッピングバッグ

	
	□ 布製トートバッグ

	適用範囲
	外面積全体※に対する繊維部分の面積割合　[　　　　　　　　　]％

※取っ手その他の付属品が取り付けられていない状態における外面（たれで被覆される部分を除く）
※型式毎に数値が異なる場合は、（最低値）～（最高値）％をご記入下さい。


「4．認定の基準と証明方法」を満たすために必要な証明書類
4-1．環境に関する基準と証明方法
	項目
	記入欄
※ 選択する基準項目の□にチェックを入れて下さい

	4-1.(1)選択肢
	□ a. 未利用繊維、リサイクル繊維、廃植物繊維の使用
□ b. 無漂白綿、酵素系漂白綿の製品
□ c. オーガニックコットンの使用
□ d. リサイクル設計と使用後の回収
□ e. 植物由来合成繊維の使用
□ f. 羊毛製品
□ g. セルロース系化学繊維の使用
　　　　　


	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	適合/
不適合
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1.(1)選択肢a

(aを選択した方のみ記入してください)
	未利用繊維、リサイクル繊維の質量割合が表1の基準配合率を満たす
	□　はい

□　いいえ
	記入表101-18A
	申込者
製造事業者など

	
	原料の種類
□未利用繊維

□反毛繊維
□ポリマーリサイクル繊維
□ケミカルリサイクル繊維
□その他のリサイクル繊維
	記入表101-5
	繊維材料
供給事業者

	
	□繊維由来リサイクル繊維に該当する
	記入表に加えて
直近1年間程度の再生原料の受入量、内訳の実績、ポストコンシューマ素材の故繊維の受入れ体制と実績を添付
	


	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	適合/
不適合
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1.(1)選択肢b
(bを選択した方のみ記入してください)
	綿を主な構成材料とする製品であって、製品の70%以上である。
	□　はい

□　いいえ
	記入表101-18B
	申込者
紡績事業者など

	
	化学物質の使用量を増加させることなく、処理に要するエネルギー使用量を削減している。
蛍光増白加工がなく、以下の無漂白、酸素系漂白の要件のいずれかを満たす。
	□　はい

□　いいえ
	記入表101-6
	精練等工程事業者

	
	□無漂白（糊抜き、精練の工程において、表2の水生環境に有害な化学物質の使用がない）
□酸素系漂白(以下のいずれかを満たす)
□糊抜き、精練、漂白の工程において、表2の水生環境に有害な化学物質の使用がない。
□糊抜き、精練、漂白の工程において、表2の水生環境に有害な化学物質の使用がある。
ただし、従来の工程と比較して、CO2排出量を30%以上削減し、該当の化学物質の使用量を削減し、その成分を繊維中および排水中に残していない。
	
	

	4-1.(1)選択肢c
(cを選択した方のみ記入してください)
	製品全体（繊維部分質量）における第三者認証オーガニックコットンが30%以上である。
	□　はい

□　いいえ
	記入表101-18B
記入表101-7

および

添付書類（認証書等）
	綿生地供給事業者


	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	適合/
不適合
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1.(1)選択肢d

(dを選択した方のみ記入してください)
	使用後の製品を引き取り、再使用（リユース）またはリサイクル(マテリアル)リサイクルまたはケミカルリサイクル）するシステムである。
	□　はい

□　いいえ
	広域認定制度の認定の写し、基準別紙のシステム概要の説明等
	申込者等

	
	以下の項目に該当するかチェック

□使用後に不用品となった製品を引き取り、　サイクルされる仕組みとして以下を満たす
・製品は、構成される素材の70%以上が当該システムによりリサイクル可能な素材で設計されていること
・リサイクルできない部分は、これを環境に調和した方法でエネルギー回収すること
	
	

	
	□製品のリサイクル
＜リサイクル可能素材＞
□ポリエステル／□ナイロン／□綿／　　□羊毛／□その他(具体的に記載　　　　)
＜リサイクル手法＞
□反毛繊維化／□ポリマーリサイクル／
□ケミカルリサイクル／
□その他（具体的に記載　　　　　　　）
＜再商品化用途＞
【　　　　　　　　　　　　　　　　　　】
	
	

	
	□製品のカスケードリユース
申込製品の用途：【　　      　　　　　　　】再使用後の利用用途：【　　　　　　　　　　】
	
	

	
	上記使用済み製品の引取実績数量：【　　　　　】

数量の報告期間：　　　 年　 月～　　年  月
	
	

	
	右記の記入表を提出
	記入表101-18B
	申込者、

製造事業者等

	
	引き取り、リサイクルすること、および引き取りの連絡先を製品本体に表示している。
	□　はい

□　いいえ
	表示図面、写真等
	申込者


	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	適合/
不適合
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1.(1)選択肢e

(eを選択した方のみ記入してください)
	バイオベース合成ポリマー含有率が10%以上かつ、植物由来合成繊維の質量割合が25%以上である。
	□　はい

□　いいえ
	記入表101-18C
	申込者、
製造事業者等

	
	原料の種類
植物原料名【　　　　　　　　　　　　　　　】
	記入表101-8
	繊維材料
供給事業者

	
	
	記入表101-9
および添付書類（バイオベース合成ポリマー含有率の計算書、LCA評価結果等）
	樹脂の供給事業者

	4-1.(1)選択肢f

(fを選択した方のみ記入してください)
	羊毛を主な構成材料とする製品であって、製品の70%以上である。
	□　はい

□　いいえ
	記入表101-18B
および

添付書類（認証書等）
	申込者、
製造事業者等

	
	製品に使用する染料、顔料において、クロムを使用していない。

羊毛にクロムを使用している場合は、
4-1.(1)f①に定めるクロムの要件を満たす。
	□　はい
□　いいえ
□クロム使用
	記入表101-13

※クロムの使用がある場合は、記入表に加え試験結果、排水の証明
	原着、
染色工場

	
	洗毛前の原毛（グリージーウール）における外部寄生虫防除剤の濃度が、表4の総量制限値を超えない(または現場検証による不使用を確認、あるいは洗毛業者の残留物の対策)
	□　はい

□　いいえ
	記入表101-10
および

添付書類

（試験結果等）
	羊毛供給
事業者

	4-1.(1)選択肢g

(gを選択した方のみ記入してください)
	セルロース系化学繊維を主な構成材料とする製品であって、製品の70%以上である。
	□　はい

□　いいえ
	記入表101-18B
	申込者、
製造事業者等

	
	セルロース系化学繊維における第三者認証をうけた森林認証材、コットンリンターを70％以上使用している。
森林認証材以外の原料木材は、生産された国における森林に関する法令に照らして合法な木材を使用している。
パルプの漂白は塩素ガスの使用がない。
繊維製造に使用される溶剤は、回収またはクローズドで再利用される設備を整えており、適正に管理されている。
	□　はい

□　いいえ
	記入表101-11

および

添付書類

（認証書等）
	紡糸事業者


	認定基準

項目番号
	記入欄

※ 該当する□にチェックを入れて下さい
	適合/
不適合
	必要な添付証明書
	添付証明書の発行者

	4-1.(2)

製品加工
	製品の各種加工について、加工剤の安全性、最小限の使用に配慮している。および表5の基準値に適合する。
	□　はい

□　いいえ
	記入表101-12
	申込者

	4-1.(3)

ホルムアルデヒド
	
	試験結果

（異なる生地毎）
	第三者試験機関など

	4-1.(4)

染料・顔料

（別表1①～③に定める染料・顔料およびクロムの不使用）の確認方法について、以下A、Bのいずれかに該当するかチェック。
	□A申込者または製造事業者が、申込製品に使用する繊維材料ごとに、以下の基準適合を確認している。
	記入表101-13
※クロムの使用がある場合は試験結果、排水の証明も添付
	原着、
染色または製品印刷工

	
	染料、顔料において、別表1①～③に定める染料・顔料、およびクロムを使用していない。羊毛のみクロムを使用している場合は、4-1.(1)f①に定めるクロムの要件を満たす。
	□はい
□いいえ
□羊毛のみクロムを使用
	
	

	
	□B申込者または製造事業者がエコマーク申込商品で取り扱う全ての繊維材料について、以下の基準適合を調達基準書などで定めており、サプライチェーンに対してトレーサビリティを明確にして書面（工場単位、あるいは個別素材単位）により確認し、管理を行っている。
	申込者または製造事業者における調達基準書

および

サプライチェーンに確認した証明書（定型の様式の場合はサンプルでもよい）
	申込者または
製造事業者

	
	染料、顔料において、別表1①～③に定める染料・顔料、クロムを使用していない。
※Bに該当する場合は、認定期間中の追加、変更に伴う顔料・染料証明書の提出を省略できます。
	□　はい
□ いいえ
	
	

	4-1.(5)

環境法規の順守
	
	記入表101-3
	最終製品製造工場長

	4-１.(6)

プラスチック材料のハロゲン元素
	[ ポリマー骨格へのハロゲン元素の添加 ]
· 使用あり　／　□　使用なし
	
	

	4-１.(7)

プラスチック包装材料のハロゲン元素
	包装材の材質：

包装方法：

[ ポリマー骨格へのハロゲン元素の添加 ]
使用あり　／　□　使用なし
	
	

	4-2.(8)

品質
	
	該当する品質規格に適合する試験結果
	第三者試験機関など

	
	
	記入表101-4
	最終製品製造工場長


記入表101‐3
公益財団法人日本環境協会

　　エコマーク事務局　御中

環境法規等順守証明書

	発行日：　　　　　　２０
	
	年
	
	月
	
	日

	(会社名)

(工場名)

(責任者名)役職名　　　　　　氏名
	印

(社印を捺印)

	工場住所：

	TEL　　：


　　　


　　　* 責任者名は最終製品を製造する工場長（もしくは相当する工場の責任者）

* 本証明書の発行日は、エコマークへの申込日より直近3ヶ月以内有効
下記の事項に適合していることを証明します。

記

１．申込商品の製造にあたり、大気汚染、水質汚濁、騒音、振動、悪臭、有害物質の排出などについて、以下の関連する環境法規および公害防止協定など（以下「環境法規等」という）を順守していることを証明します。

　　（以下の該当する□をチェック、記入の上、ご提出下さい。　別紙一覧提出可）
	工場に関連する環境法規等の名称
	備考

	□ 大気汚染防止法
	

	□ 水質汚濁防止法
	

	□ 騒音規制法
	

	□ 振動規制法
	

	□ 悪臭防止法
	

	□ その他：
	


※ “その他”には工場が該当する法律名、立地する地域の条例や協定が存在する場合にはその名称を記載すること（例：○○県○○環境保全条例、○○市公害防止協定）

２．本証明書の発行日より以前の環境法規等の順守状況は以下の通りであることを証明します。

　　　（該当する□をチェックし、ご提出下さい。また、違反とは、行政処分、または行政指導などを指します。）

　　□　過去5年間、関連する環境法規等の違反はありません。

□　創業（　　　　年）以来、関連する環境法規等の違反はありません。

　　□　過去5年間に関連する環境法規等に違反があり、すでに適正な改善をはかり再発防止策を講じ、以後は関連する環境法規等を適正に順守しています。

※行政処分、または行政指導などの違反があった場合には、以下a.b.の書類の提出が必要です。
	a.違反事実について、行政機関などからの指導文書(改善命令、注意なども含む)、およびそれらに対する回答書(原因、是正結果などを含む)の写し(一連のやりとりがわかるもの)

	b.環境法規等の順守に関する管理体制についての次の1)～5)の資料(記録文書の写し等)

1)工場が立地している地域に関係する環境法規等の一覧

2)実施体制(組織図に役割等を記したもの)

3)記録文書の保管について定めたもの

4)再発防止策(今後の予防策)

5)再発防止策に基づく実施状況(順守状況として立入検査等のチェック結果)


　　□　過去に環境法規等に違反があり、まだ改善等がはかられていません。

　　　　                                                                        以上

記入表101‐4
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

品質管理証明書

	発行日：平成
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：工場長）

工場名：

役職：　　　　工場長名：
	印（社印を捺印）


* 発行者は製品の最終製造工場長

当社エコマーク認定申込ブランド名（                                      ）については、別紙*1（実際の品質管理項目を説明する資料）の品質管理項目に基づいて、商品を管理し、品質管理基準に適合する商品のみを出荷することを証明します。

別紙*1

① JIS試験法などにもとづく品質規格、または自社で定めた品質規格

② 品質規格に基づく試験結果

以上

記入表101‐5（B.布製ショッピングバッグ、トートバッグ(1)a未利用・リサイクル繊維、
C.布製かばん、E.その他のかばん）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　全2項
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中
原料証明書（未利用・リサイクル繊維）

	発行日： 
	
	年
	
	月
	
	日

	【発行企業名】
	【発行担当者】

	印　　
（社印を捺印）
	住所：

	
	部署：
	役職：

	
	氏名：

	
	TEL：
	E-mail：


＊発行者は、未利用繊維・リサイクル繊維の繊維材料供給事業者
供給する繊維材料【原綿・糸・生地・他（　　　）】について、以下の通り証明します。
１．生地等の内容

	生地等の品番
	素材名
（混用率）
	未利用原料、リサイクル原料の供給事業者
	未利用繊維、リサイクル繊維の製造事業者
	繊維の種類、未利用原料・再生原料の配合率

	例）ECO-1
	E100
	○×環境㈱
	ABC紡績㈱　
	ケミカルリサイクル繊維○%

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※【混用率の略号】ポリエステル：E、綿：C、羊毛：W、アクリル：An、ナイロン：N、レーヨン：R、キュプラ：　Cu、アセテート：A、ポリウレタン：Pu、ポリエチレン：Pe、ポリプロピレン：Pp
※作業用手袋に使用する未利用繊維、反毛繊維の場合は、ポストコンシューマ素材注1）の割合も明記ください。
２．原料の詳細（該当する□にチェックして、枠内を記載下さい）
	繊維の種類
	原料の詳細

具体的な発生場所、発生内容、素材名を以下に記載

	□未利用繊維
	□コットンリンター／□廃植物繊維※／□紡績時に発生する短繊維※

	□リサイクル繊維
□反毛繊維
□ポリマーリサイクル繊維
□ケミカルリサイクル繊維
□繊維由来リサイクル繊維注2）
□その他のリサイクル繊維
	□故繊維（□ボロ／□屑繊維）／　□使用済みPETボトル
□プラスチック製品の製造工程から発生した端材・不良品

（製品種類、素材名を記載：　　　　　　　　　　　　　　　　　）
□その他※：具体的に以下に記載※プレ・ポストのいずれか分かるよう記載注1）
（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	【ケミカルリサイクルの場合：再生モノマーの種類】
□カプロラクタム／□EG／□BHET／□DMT／
□テレフタル酸／□その他（　　　　　　　　　　）

	※繊維の種類がその他のリサイクル繊維の場合、および原料の詳細が廃植物繊維、紡績時に発生する短繊維、その他に該当する場合は、具体的に発生場所、発生内容、再生処理の方法を記載してください。
原料の供給事業者と製造事業者が同じ場合は、同一の工程内でリサイクルされるものではないことも併せて説明ください。


注1）プレコンシューマ素材（プレ）：製品を製造する工程の廃棄ルートから発生する材料又は不良品

ポストコンシューマ素材（ポスト）：製品として使用された後に廃棄された材料または製品

注2）繊維由来リサイクル繊維の適用を受ける場合は、直近1年間程度の再生原料の受入量（投入量）とその内訳（故繊維、その他廃プラスチックなど）の実績、およびポストコンシューマ素材の故繊維の受入れ体制と実績についての資料を添付。
※本証明書の発行者が未利用繊維・リサイクル繊維の製造（紡糸・紡績）事業者以外の場合、本ページの提出が必要です。
※未利用繊維・リサイクル繊維の製造事業者が海外事業者の場合、未利用繊維・リサイクル繊維の使用に関する環境ラベルの取得、第三者機関による認証や監査を受けている場合はそれらの資料、あるいは未利用繊維・リサイクル繊維の製造について説明している事業紹介のパンフレットや技術資料などを添付ください。

３．未利用繊維、リサイクル繊維の担当工程と確認方法
	紡糸（紡績）から発行者の担当工程までのフロー図と事業者名
	

	未利用原料・リサイクル原料の使用および配合率について、発行者が実施している確認方法
	□調達先に対する契約書
□仕様書や製品内容の証明書
□第三者機関による認証や監査（機関名：　　　　　　　　　　　　　）
□発行者自身による現地監査
□その他（具体的に記載　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
※必要に応じてエコマーク事務局が上記書類の提出を求める場合があります


記入表101‐6（B.布製ショッピングバッグ、トートバッグ(1)b綿・精練漂白工程）　全2項
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中
綿精練工程証明書

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	【発行企業名】
	【発行担当者】

	印　　
（社印を捺印）
	住所：

	
	部署：
	役職：

	
	氏名：

	
	TEL：
	E-mail：


＊発行者は、糊抜き・精練・漂白工程の担当事業者
供給する綿（糸・生地：品番名　　　　）について、以下の通り証明します。

１．加工工程での使用薬剤、エネルギー使用量
　＊該当する□欄にチェックのうえ、欄内を記載してください。

	工程
	工程有無
	使用薬剤名※、使用量
	処理に要するエネルギー使用量
（CO2排出量）と削減方法

	糊抜き
	□あり

□なし
	例：酵素（アミラーゼ）○g／L

	例:ボイラー60℃×○分（又は○MJ/糸1kg）
糊付を澱粉糊にすることで化学糊を使用するよりも低温処理を行う


	精練
	□あり

□なし
	
	

	漂白
	□酸素系漂白あり

□なし
	
	

	蛍光増白加工
	□あり

□なし
	※蛍光増白剤を使用の場合は認定基準に適合しません。
	


※使用薬剤について、使用可能な薬剤例にある薬剤以外は、認定基準書4-1-1.(4)の水生環境に有害な化学物質に該当しないことが分かる資料（安全データシート（SDS）、試験結果など）を添付ください。酸素系漂白で水生生物に有害な化学物質の使用の例外を適用する場合は、２についても証明が必要となります。
【水生環境に有害な化学物質
	以下に該当する水生環境に有害な化学物質は、原則として使用不可
・「GHS化学品の分類および表示に関する世界調和システム」による以下の区分
H400、H410、H411

・EU「リスクフレーズ（Direction 67/548/EEC）」に基づく以下の分類
R50、R51、R52、R53
	使用可能な薬剤例：
酵素、クエン酸、酢酸、

グルコン酸ソーダ、ソーダ灰、陰・陽・非イオン活性剤（天然脂肪酸のパルミチン酸Na、オレイン酸Na、ステアリン酸Na、ラウリン酸Naなど。これ以外の界面活性剤は表4の要件を満たすこと）

	上記区分が明らかでない薬剤については、以下を満たす薬剤は使用可
・Global Organic Textile Standard（GOTS）において使用が認められている薬剤
・以下の条件を満たすことが確認できる薬剤
経口毒性　LD50>2000mg/kg　かつ以下のいずれかに適合
水生生物毒性　LC50、EC50、IC50>100mg/L以上　または

生分解度70%以上の場合　水生生物毒性LC50、EC50、IC50>10mg/L　または

生分解度95%以上の場合　水生生物毒性LC50、EC50、IC50>1mg/L
	


※酸素系漂白において、水生環境に有害な化学物質の使用の例外（CO2排出量の30％以上削減）を適用する場合は、　本ページの提出が必要です。
２． 従来工程との比較の詳細と使用薬剤の扱いについて（別紙による説明でも可）

	比較内容
	従来工程

	申込工程

	工程の概要
	例）アルカリ精練、アルカリ法による過酸化水素漂白

	例）還元中和法によるオゾン漂白、中性法による過酸化水素漂白


	CO2排出量
（CO2-g/糸1kg）
	
	

	使用薬剤

使用量
	※従来工程で一般的に使用される薬剤の種類、使用量を記載ください。

	従来の工程と比較して水生環境に有害な化学物質の使用量を削減しているか？
　□はい　／□いいえ

	
	
	※申込工程で使用される薬剤の種類、使用量を記載ください。


	水生環境に有害な化学物質の処理
	
	該当する成分を繊維中および排水中に残していないか？
　□はい　／□いいえ

	
	
	※処理方法について説明ください



記入表101‐7（B.布製ショッピングバッグ、トートバッグ(1)cオーガニックコットン）
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

原料証明書（オーガニックコットン）

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	【発行企業名】
	【発行担当者】

	印　　
（社印を捺印）
	住所：

	
	部署：
	役職：

	
	氏名：

	
	TEL：
	E-mail：


＊発行者は、綿生地供給事業者
供給する綿（糸・生地・繊維製品）について、以下の通り証明します。
1． 第三者認証をうけたオーガニックコットンを以下の配合率以上使用していること。
	品番
	原産国
	認証基準
	認証機関
	認証番号
	配合率

	例）Cotton-1
	インド
	OCS
	Control Union
	XXXX
	70%

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	


※第三者機関の認証書、認証品の出荷状況（商取引証明書など）の写しを添付ください。
※配合率は、最低保証値を記載ください。
以上
記入表101－8（B.布製ショッピングバッグ、トートバッグ(1)e植物由来合成繊維
　　　　　　　　　C.布製かばん、E.その他のかばん）
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

原料証明書（植物由来合成繊維）

	発行日： 
	
	年
	
	月
	
	日

	【発行企業名】
	【発行担当者】

	印　　
（社印を捺印）
	住所：

	
	部署：
	役職：

	
	氏名：

	
	TEL：
	E-mail：


＊発行者は、植物由来合成繊維の繊維材料供給事業者
供給する植物由来合成繊維材料【原綿・糸・生地・他（　　　）】について、以下の通り証明します。
１．生地等の内容

	生地の品番
	混用率
	糸・生地中のバイオベース合成ポリマー含有率
	糸・生地中の植物由来合成繊維の使用割合

	例）ECO-1
	E100％
	バイオベース合成ポリマー含有率○％
	植物由来合成繊維○%

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


※【混用率の略号】ポリエステル：E、綿：C、羊毛：W、アクリル：An、ナイロン：N、レーヨン：R、キュプラ：　Cu、アセテート：A、ポリウレタン：Pu、ポリエチレン：Pe、ポリプロピレン：Pp
２．植物由来合成繊維の詳細
	植物由来合成繊維のポリマー
	□PE　／□PET　／□PLA　／□PTT

	植物由来合成繊維の紡糸事業者名
	

	植物由来合成繊維中のバイオベース合成ポリマー含有率
	

	植物由来プラスチック(原料樹脂)の供給事業者名
	


記入表101‐9（B.布製ショッピングバッグ、トートバッグ(1)e植物由来合成繊維、C.布製かばん、E.その他のかばん）　

公益財団法人日本環境協会 エコマーク事務局 御中
植物由来プラスチック(原料樹脂)のトレーサビリティに関するチェックリスト
	発行日：
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は樹脂供給事業者など
	No
	目的
	要求（実現されなくてはならない項目）
	対象
	実現
	実施方法
（該当する全ての項目に☑）

	1
	地球温暖化の防止,
自然生態系の保全
	植物を栽培する主たる農地は、直近10年以内に森林からの土地改変が行われていないか。
	農地
	□はい/

□いいえ
	□現地の土地改変に係る法令を確認した

□現地調査やヒアリングにより現地の実態を把握した

□植物の調達に関するガイドラインを定め、公表している。又は、独立した第三者によるガイドラインに準拠している。
　・ガイドライン名 [                 　　　　　　　　　　　  ]

　・公表場所　　　 [ 　　　　　　　　                        ]
□植物の調達に関する独立した第三者の認証制度を併用している。

　・認証制度名 　　[　　　　　　　　                         ]

□その他（具体的に記入）
[　　　　　　　　            　　　　　　            　　  ]

	2
	生態系の保全
	遺伝子組み換え農作物を原料とする場合、安全性の確保について評価を行ったか。
	農地
	□はい/

□いいえ
□適用外(不使用)
	□現地の遺伝子組み換え農作物に係る法令を確認した

□現地調査やヒアリングにより現地の実態を把握した

□植物の調達に関するガイドラインを定め、公表している。又は、独立した第三者によるガイドラインに準拠している。
　・ガイドライン名 [                 　　　　　　　　　　　  ]

　・公表場所　　　 [ 　　　　　　　　                        ]
□植物の調達に関する独立した第三者の認証制度を併用している。

　・認証制度名 　　[　　　　　　　　                         ]

□その他（具体的に記入）
[　　　　　　　　            　　　　　　            　　  ]

	3
	土地の酸性化・富栄養化,水質汚染の防止
	植物の主たる栽培地における肥料・農薬の使用状況を把握したか。
「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」（POPs条約）で規制されている農薬が使用されていないか。
	農地
	□はい/

□いいえ
	□現地の肥料・農薬に係る法令を確認した

□現地調査やヒアリングにより現地の実態を把握した

□植物の調達に関するガイドラインを定め、公表している。又は、独立した第三者によるガイドラインに準拠している。
　・ガイドライン名 [                 　　　　　　　　　　　  ]

　・公表場所　　　 [ 　　　　　　　　                        ]
□植物の調達に関する独立した第三者の認証制度を併用している。

　・認証制度名 　　[　　　　　　　　                         ]

□その他（具体的に記入）
[　　　　　　　　            　　　　　　            　　  ]

	4
	適正な水利用
	植物の主たる栽培地における水の使用状況を把握したか。
	農地
	□はい/

□いいえ
	□現地の水使用に係る法令（取水制限等）を確認した

□現地調査やヒアリングにより現地の実態を把握した

□植物の調達に関するガイドラインを定め、公表している。又は、独立した第三者によるガイドラインに準拠している。
　・ガイドライン名 [                 　　　　　　　　　　　  ]

　・公表場所　　　 [ 　　　　　　　　                        ]
□植物の調達に関する独立した第三者の認証制度を併用している。

　・認証制度名 　　[　　　　　　　　                         ]

□その他（具体的に記入）
[　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ]

	5
	再生資源の利用,食糧との競合回避
	植物由来プラスチック（原料樹脂）の粗原料の一部として、現地の再生資源が入手可能な場合、優先的に使用したか。
	原料樹脂
	□はい/

□いいえ/

□適用外
(入手不可)
	使用する再生資源名

[　　　　　　　　　　　　]

再生資源の発生量・割合

[　　　　　　　　　　　　]

	6
	地球温暖化の防止
	粗原料の主たる製造工場において、発酵などにより地球温暖化係数の高いメタンを排出する場合、その処理状況を把握したか。
	粗原料製造
工場
	□はい/

□いいえ/
□適用外
(左記に該当しない)
	□現地調査やヒアリングにより現地の実態を把握した

□その他（具体的に記入）
[　　　　　　　   　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ]

	7
	非化石エネルギー源、再生可能エネルギー源の利用
	栽培から原料樹脂製造までの工程において新規に工場を設置する場合、非化石エネルギー源（例えば、バガスやバイオガスなど）や再生可能エネルギーを出来る限り活用したか。
	製造
工場
	□はい/

□いいえ
	エネルギー名と活用方法

[　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　]

	8
	法令順守
	植物由来プラスチック（原料樹脂）製造を行う工場が立地している地域等の法令に従い、工場における排水の管理が行われているか。
	樹脂製造工場
	□はい/

□いいえ
	工場排水の管理について説明した資料を添付すること。


【添付書類】○栽培地（国、州、市等）から植物由来プラスチック（原料樹脂）製造までのサプライチェーン（フロー図等。精製、発酵等を含む）の説明資料


　　　　　○植物由来プラスチック(原料樹脂)について、算出したバイオベース合成ポリマー含有率の測定結果、およびバイオベース炭素含有率の測定結果

○バイオベース合成ポリマー含有率の適正な維持について、以下のいずれかの証明書

・バイオベース合成ポリマー炭素含有率の測定を定期的に実施すること、および測定結果をエコマーク事務局の要請に応じて開示できることの説明文書

・バイオベース合成ポリマー含有率の管理について、第三者機関による監査または認証を受けていることの証明書
○LCA評価の結果

記入表101‐10（B.布製ショッピングバッグ、トートバッグ(1)f羊毛）
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

原料証明書（羊毛）

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	【発行企業名】
	【発行担当者】

	印　　
（社印を捺印）
	住所：

	
	部署：
	役職：

	
	氏名：

	
	TEL：
	E-mail：


＊発行者は、羊毛供給事業者
供給する羊毛（糸・生地・繊維製品）について、以下の通り証明します。
	品番
	原産国
	洗毛事業者
	外部寄生虫防除剤の適合
	添付証明書

	例）Wool-1
	オーストラリア
	△△CO.LTD
	■A／□B／□C
	試験報告書(番号○)

	
	
	
	□A／□B／□C
	

	
	
	
	□A／□B／□C
	

	
	
	
	□A／□B／□C
	

	
	
	
	□A／□B／□C
	

	
	
	
	□A／□B／□C
	


※外部寄生虫防除剤への適合および必要添付書類は以下のとおり
A 洗毛前の原毛における外部寄生虫防除剤の濃度が、下表の総量制限値を超えない
【添付証明書】IWTO試験法Draft59による試験結果（原産国別サンプル、または全販売ロットに関する残留物）
B 対象となる羊毛の75％以上について、生産農家が特定されており、対象となる農場や家畜に対し下表の外部寄生虫防除剤が使用されていないことが現場検証に基づいて確認されている
【添付証明書】生産農家と該当物質の不使用に関する証明書
C 羊毛洗毛業者は、廃水の排出を伴わない閉ループ式の水利用系統の運用、洗毛残留物および汚泥に存在する可能性のある下表の外部寄生虫防除剤の焼却による分解、洗毛現場から生じる残留物および汚泥を原料としたリサイクル品の製造、および焼却処理におけるエネルギーの回収を行っている
【添付証明書】洗毛業者についての洗毛プラントの構成と外部寄生虫防除剤の分解を示す検査報告書
表　羊毛中の外部寄生虫防除剤濃度に対する総量制限値
	外部寄生虫防除剤の種類
	総量制限値

	γ-hexachlorocyclohexane (lindane), α-hexachlorocyclohexane, β- hexachlorocyclohexane, δ-hexachlorocyclohexane, aldrin, dieldrin, endrin, p,p'-DDT, p,p'-DDD
	0.5 ppm

	Cypermethrin, deltamethrin, fenvalerate, cyhalothrin, flumethrin
	0.5 ppm

	Diazinon, propetamphos, chlorfenvinphos, dichlofenthion, chlorpyriphos, fenchlorphos
	2 ppm

	Diflubenzuron, triflumuron, dicyclanil
	2 ppm


以上

記入表101‐11（B.布製ショッピングバッグ、トートバッグ(1)gセルロース系化学繊維）
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

原料証明書（セルロース系化学繊維）

	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	【発行企業名】
	【発行担当者】

	印　　
（社印を捺印）
	住所：

	
	部署：
	役職：

	
	氏名：

	
	TEL：
	E-mail：


＊発行者は、紡糸事業者　
供給する繊維材料（糸・生地・繊維製品）について、以下の通り証明します。
１． 原料について
	□第三者認証をうけた森林認証木材（リサイクル材も含む）からなる原料を使用

	品番
	素材名
	認証基準
	認証機関
	認証コード、
ライセンス番号等
	森林認証木材の配合率

	例）Wood-1
	レーヨン
	FSC
	Control Union
	XXXXX
	森林認証木材80%

	
	
	
	
	
	


※第三者機関の認証書、認証品の出荷状況（商取引証明書など）の写しを添付ください。
※配合率は、クレジット方式ではなく、認証品の実配合率（最低保証値）を記載ください。
	□コットンリンターを使用

	品番
	素材名
	原料供給事業者名
	コットンリンターの配合率

	
	
	
	


2． 森林認証木材以外の木材が使用される場合にあっては、原料として使用される原木が、その伐採に当たって生産された国における森林に関する法令に照らして合法な木材であること。
（CoC認証に森林認証材以外の木材についての合法性の確認が含まれていること）
3． 繊維製造に使用されるパルプの漂白は塩素ガスの使用がないこと。
4． 繊維製造に使用される溶剤は、回収またはクローズドで再利用される設備を整えており、適正に管理されていること。
	溶剤の処理設備に関する概要の説明を記載ください

	


以上

記入表101‐12
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

製品加工内容証明書

	発行日：平成
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は申込者
申込商品（　　　　　）について、以下の通り証明します。
※加工有無、および加工ありの場合には要件について、該当する以下の□にチェックし、証明書を添付して下さい。

	該当加工
	加工有無
	加工ありの場合の要件

	防かび加工
	□ある
□なし
	□必要最小限にとどめ、過剰加工にならないよう配慮し、安全性に疑義のある加工剤の使用は自粛している
□有機水銀化合物、トリフェニルすず化合物、トリブチルすず化合物が検出しない
※加工剤の使用化学物質の証明（SDS）、または厚生省令34号適合の証明を添付

	蛍光増白加工注）
	□ある
□なし
	□必要最小限にとどめ、過剰加工にならないよう配慮し、安全性に疑義のある加工剤の使用は自粛している
加工剤の使用量　（　　　　　　）単位（　　　）

	柔軟加工
	□ある
□なし
	□必要最小限にとどめ、過剰加工にならないよう配慮し、安全性に疑義のある加工剤の使用は自粛している
加工剤の使用量　（　　　　　　）単位（　　　）

	衛生加工
	□ある
□なし
	□必要最小限にとどめ、過剰加工にならないよう配慮し、安全性に疑義のある加工剤の使用は自粛している
※加工剤の使用化学物質の証明（SDS）を添付

	抗菌加工
	□ある
□なし
	□必要最小限にとどめ、過剰加工にならないよう配慮し、安全性に疑義のある加工剤の使用は自粛している
※SEKマーク等の認証の写しを添付

	製品漂白加工注）
	□ある
□なし
	□必要最小限にとどめ、過剰加工にならないよう配慮し、安全性に疑義のある加工剤の使用は自粛している
※加工剤の使用化学物質の証明（SDS）を添付（□酸素系漂白剤は添付不要）

	難燃加工
	□ある
□なし
	□必要最小限にとどめ、過剰加工にならないよう配慮し、安全性に疑義のある加工剤の使用は自粛している
□APO、TDBPP、ビス(2･3-ジブロムプロピル)ホスフェイト化合物が検出しない
□PBB、PBDE、短鎖塩素化パラフィン、ヘキサブロモシクロドデカンの使用がない
※加工剤の使用化学物質の証明（SDS、CASNo.）または防炎物品・防炎製品認定証の写し（毒性審査コード含む）を添付

	防炎加工
	
	

	フッ素系撥水・はっ油加工、防汚加工
	□ある
□なし
	※PFOS、PFOAの非含有の証明、または基準値に適合（1μg/m2以下）の証明を添付

	プリント加工
	□ある
□なし
	※乳幼児製品に該当する場合は、DEHP、DBP、BBP、DNOP、DINP、DIDPの適合（0.1wt％以下）の証明を添付
※4-1-2.(8)基準に関し、製品プリントの顔料・染料証明書（記入表8）を添付

	防虫加工、および毛製品に該当の場合注）
	□ある
□なし
	□ディルドリン・DTTBの使用がない
※使用があるか不明な場合は厚生省令34号適合（30ppm以下）の証明を添付


注）選択する主環境要件により、上記以外に加工が制限される場合があります。
記入表101‐13
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

染料・顔料証明書

	発行日：平成
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：原着・染色・製品印刷工場）

事業者名：

工場名：
	印（社印又は責任者印）


* 発行者は、染色工場等
該当する項目の□いずれかにチェックを記載ください。
· 本工場で用いる顔料・染料について、クロムおよび以下の①②③に記載がある顔料、染料の使用は一切ありません
· 品番名（　　　　　　　）に用いる顔料・染料について、クロムおよび以下の①②③に記載がある顔料、染料の使用は一切ありません。
· 品番名（　　　　　　　）に用いる顔料・染料について、羊毛のみクロムの使用があります※。
また以下の①②③に記載がある顔料、染料の使用は一切ありません
※クロムの使用がある場合、製品の試験結果および排水基準を満たす証明書の添付が必要です。
①分解して下記の発癌性アミン類を生成する可能性があるアゾ系染料

（JIS L 1940-1 およびJIS L 1940-3（ISO24362-1、ISO24362-3、あるいはEN 14362-1、EN14362-2）により下記の芳賀族アミンの検出値が30mg/kgを超えて検出されるもの）

	92-67-1
	4-Aminobiphenyl
	838-88-0
	4,4'-Diamino-3,3'-dimethyldiphenylmethane

	92-87-5
	Benzidine
	120-71-8
	p-Cresidine

	95-69-2
	4-Chloro-o-toluidine
	101-14-4
	4,4'-Diamino-3,3'-dichlorodiphenylmethane 

	91-59-8
	2-Naphthylamine
	101-80-4
	4,4'-Diaminodiphenylether

	97-56-3
	o-Aminoazotoluene 
	139-65-1
	4,4'-Diaminodiphenylsulfide

	99-55-8
	2-Amino-4-nitrotoluene 
	95-53-4
	o-Toluidine

	106-47-8
	4-Chloroaniline 
	95-80-7
	2,4-Diaminotoluene

	615-05-4
	2,4-Diaminoanisole 
	137-17-7
	2,4,5-Trimethylaniline

	101-77-9
	4,4'-Diaminodiphenylmethane 
	90-04-0
	o-Anisidine

	91-94-1
	3,3-Dichlorbenzidine 
	95-68-1
	2,4-Xylidine

	119-90-4
	o-Dianisidine; 3,3'-Dimethoxybenzidine
	87-62-7
	2,6-Xylidine

	119-93-7
	o-Tolidine; 3,3'-Dimethylbenzidine
	60-09-3
	4-Aminoazobenzene


② 発癌性染料（9物質）
	569-61-9
	C.I. BASIC RED 9
	CI 42500
	573-58-0
	C.I. DIRECT RED 28 
	CI 22120

	2475-45-8
	C.I. DISPERSE BLUE 1
	CI 64500
	2832-40-8
	C.I. DISPERSE YELLOW 3
	CI 11855

	3761-53-3
	C.I. ACID RED 26
	CI 16150
	632-99-5
	C.I. BASIC VIOLET14
	

	2602-46-2
	C.I. DIRECT BLUE 6
	CI 22610
	82-28-0
	C.I.DISPERSE ORANGE11
	

	1937-37-7
	C.I. DIRECT BLACK 38 
	CI 30235


③ 皮膚感作性染料（21物質）
	2475-46-9
	C.I. DISPERSE BLUE 3
	CI 61505
	12222-97-8
	C.I. DISPERSE BLUE 102
	

	12222-75-2
	C.I. DISPERSE BLUE 35
	
	2581-69-3
	C.I. DISPERSE ORANGE 1
	CI 11080

	12223-01-7
	C.I. DISPERSE BLUE 106
	
	
	C.I. DISPERSE ORANGE 76
	CI 11132

	61951-51-7
	C.I. DISPERSE BLUE 124
	
	2872-48-2
	C.I. DISPERSE RED 11
	CI 62015

	2832-40-8
	C.I. DISPERSE YELLOW 3
	CI 11855
	3179-89-3
	C.I. DISPERSE RED 17
	CI 11210

	730-40-5
	C.I. DISPERSE ORANGE 3
	CI 11005
	119-15-3
	C.I. DISPERSE YELLOW 1
	CI 10345

	
	C.I. DISPERSE ORANGE 37
	CI 11132
	6373-73-5
	C.I. DISPERSE YELLOW 9
	CI 10375

	2872-52-8
	C.I. DISPERSE RED 1
	CI 11110
	
	C.I. DISPERSE YELLOW 39
	

	2475-45-8
	C.I. DISPERSE BLUE 1
	CI 64500
	
	C.I. DISPERSE YELLOW 49
	

	3179-90-6
	C.I. DISPERSE BLUE 7
	CI 62500
	
	C.I. DISPERSE BROWN1
	

	3860-63-7
	C.I. DISPERSE BLUE 26
	CI 63305


以上
記入表101‐17
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中

申込承諾書

	発行日：平成
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


* 発行者は製品を製造した会社（申込承諾者）

当社商品名（　　　　　　　　　　　）（エコマーク認定番号（　　　　　　　））を、

エコマーク申込企業（　　　　　　　　）が商品ブランド名（　　　　　　）として、

エコマーク商品認定・使用申込を行うことを承諾します。

以上

記入表101‐18A（B.布製ショッピングバッグ、トートバッグ(1)a未利用・リサイクル繊維）
	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中
製品質量割合証明書
＊発行者は、申込者または製造事業者
製品の型式（品番）別に、繊維材料の明細と製品全体の配合率等を下表に記載してください。
	製品の型式(品番)
	項目
	表生地
	その他繊維材料
	その他繊維材料
	その他繊維材料
	製品全体における配合率
	製品質量(g)

	例：

FUKU1A
	生地品番名
	ECO-101A
	U100
	S2000
	
	ポリマーリサイクル繊維59%
	450g

	
	混用率(%)
	E70/C30
	E100
	R100
	
	
	

	
	未利用・再生原料の配合率
	ポリマーリサイクル繊維70%
	―
	―
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、染色等事業者名
	あり
○△染工㈱
	あり
□染工㈱
	なし
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	85%
	10%
	5%
	
	
	

	
	生地品番名
	
	
	
	
	
	

	
	混用率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	未利用・再生原料の配合率
	
	
	
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、染色等事業者名
	
	
	
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	生地品番名
	
	
	
	
	
	

	
	混用率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	未利用・再生原料の配合率
	
	
	
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、事業者名
	
	
	
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	生地品番名
	
	
	
	
	
	

	
	混用率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	未利用・再生原料の配合率
	
	
	
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、染色等事業者名
	
	
	
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	生地品番名
	
	
	
	
	
	

	
	混用率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	未利用・再生原料の配合率
	
	
	
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、染色等事業者名
	
	
	
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	
	
	
	
	
	


※【混用率の略号】ポリエステル：E、綿：C、羊毛：W、アクリル：An、ナイロン：N、レーヨン：R、キュプラ：Cu、アセテート：A、ポリウレタン：Pu、ポリエチレン：Pe、ポリプロピレン：Pp
※製品全体における配合率の欄には、製品全体（原則繊維部分質量）で計算した未利用繊維・リサイクル繊維配合率の数値を、整数値で記載ください（小数点以下切り捨て）。4-1-1(3)の③に該当する場合は製品のリサイクル可能率も記載すること。
※エコマーク認定の生地等を使用する場合は、生地品番名の欄に生地品番とともにエコマーク認定番号を記載ください。

	上記未利用繊維・リサイクル繊維配合率の管理方法

	配合率を管理している帳票類の名称
	(例)　製造指示書、製品企画書
	左記帳票の管理責任者
	(例)技術部長



記入表101‐18B（B.布製ショッピングバッグ、トートバッグ(1)b.c.d.f.g） 
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中
	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


製品質量割合証明書

＊発行者は、申込者または製造事業者
製品の型式（品番）別に、繊維材料の明細と製品全体の配合率等を下表に記載してください。
	製品の型式(品番)
	項目
	表生地
	その他繊維材料
	その他繊維材料
	その他繊維材料
	製品全体における該当基準の配合率等
	製品質量(g)

	例：

FUKU1D
	生地品番名
	ECO-101D
	U100
	
	
	綿90％
	450g

	
	混用率(%)
	C100
	E100
	
	
	
	

	
	該当する基準内容
	綿(無漂白)
	―
	
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、染色等事業者名
	あり
○△染工㈱
	あり
□染工㈱
	
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	90%
	10%
	
	
	
	

	
	生地品番名
	
	
	
	
	
	

	
	混用率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	該当する基準内容
	
	
	
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、染色等事業者名
	
	
	
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	生地品番名
	
	
	
	
	
	

	
	混用率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	該当する基準内容
	
	
	
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、染色等事業者名
	
	
	
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	生地品番名
	
	
	
	
	
	

	
	混用率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	該当する基準内容
	
	
	
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、染色等事業者名
	
	
	
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	
	
	
	
	
	


※【混用率の略号】ポリエステル：E、綿：C、羊毛：W、アクリル：An、ナイロン：N、レーヨン：R、キュプラ：　Cu、アセテート：A、ポリウレタン：Pu、ポリエチレン：Pe、ポリプロピレン：Pp
※該当する基準内容は、4-1-1(3)は各繊維材料のリサイクル可能率、4-1-1(4)の場合は、綿（無漂白、酸素系漂白、オーガニックコットン○％）、羊毛(クロム染料有・無)・セルロース系化学繊維（森林認証木材○％、コットンリンター○％）を記載ください。

※製品全体における該当繊維構成率等の欄には、4-1-1(3)の場合は製品中のリサイクル可能率、4-1-1(4)の場合、製品中の綿、羊毛、セルロース系化学繊維の製品中の構成率と、オーガニックコットンとセルロース系化学繊維については製品全体でのオーガニックコットン又は森林認証材等の配合率も記載ください（小数点以下切り捨て）。
※製品質量は、複数のサイズがある場合は、最も代表的なサイズの製品質量を記載ください。
※エコマーク認定の生地等を使用する場合は、生地品番名の欄に生地品番とともにエコマーク認定番号を記載ください。

	上記製品の認定基準適合の管理方法

	製品構成や配合率等を管理している帳票類の名称
	(例)　製造指示書、製品企画書
	左記帳票の管理責任者
	(例)技術部長



記入表101‐18C（B.布製ショッピングバッグ、トートバッグ(1)e植物由来合成繊維）
（公財）日本環境協会 エコマーク事務局 御中
	発行日：
	
	年
	
	月
	
	日

	（発行者：会社名）


	印（社印を捺印）


製品質量割合証明書

＊発行者は、申込者または製造事業者
製品の型式（品番）別に、繊維材料の明細と製品全体の配合率等を下表に記載してください。
	製品の型式(品番)
	項目
	表生地
	その他繊維材料
	その他繊維材料
	その他繊維材料
	製品全体における割合
	製品質量(g)

	例：

FUKU1B
	生地品番名
	ECO-101B
	U100
	S2000
	
	バイオベース合成ポリマー含有率17%

植物由来合成繊維配合率59%
	450g

	
	混用率(%)
	E70/C30
	E100
	R100
	
	
	

	
	バイオベース合成ポリマー含有率(%)
	21%
	―
	―
	
	
	

	
	植物由来合成繊維配合率(%)
	70%
	―
	―
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、染色等事業者名
	あり
○△染工㈱
	あり
□染工㈱
	なし
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	85%
	10%
	5%
	
	
	

	
	生地品番名
	
	
	
	
	バイオベース合成ポリマー含有率

　%

植物由来合成繊維配合率　
%
	

	
	混用率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	バイオベース合成ポリマー含有率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	植物由来合成繊維配合率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、染色等事業者名
	
	
	
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	生地品番名
	
	
	
	
	バイオベース合成ポリマー含有率

　%

植物由来合成繊維配合率　
%
	

	
	混用率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	バイオベース合成ポリマー含有率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	植物由来合成繊維配合率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、染色等事業者名
	
	
	
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	生地品番名
	
	
	
	
	バイオベース合成ポリマー含有率

　%

植物由来合成繊維配合率　
%
	

	
	混用率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	バイオベース合成ポリマー含有率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	植物由来合成繊維配合率(%)
	
	
	
	
	
	

	
	染料・顔料の有無、染色等事業者名
	
	
	
	
	
	

	
	製品全体における比率(%)
	
	
	
	
	
	


※【混用率の略号】ポリエステル：E、綿：C、羊毛：W、アクリル：An、ナイロン：N、レーヨン：R、キュプラ：　Cu、アセテート：A、ポリウレタン：Pu、ポリエチレン：Pe、ポリプロピレン：Pp
※製品全体における配合率の欄には、製品全体（原則繊維部分質量）で計算したバイオベース合成ポリマー含有率、植物由来合成繊維配合率の数値を、整数値で記載ください（小数点以下切り捨て）。4-1-1(3)の③に該当する場合は製品のリサイクル可能率も記載すること。
※製品質量は、複数のサイズがある場合は、最も代表的なサイズの製品質量を記載ください。
※エコマーク認定の生地等を使用する場合は、生地品番名の欄に生地品番とともにエコマーク認定番号を記載ください。
	上記バイオベース合成ポリマー含有率、植物由来合成繊維の質量割合の管理方法

	割合を管理している帳票類の名称
	(例)　製造指示書、製品企画書
	左記帳票の管理責任者
	(例)技術部長



28
証明書-1

